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In this study, we analyze and compare evacuation routes in consideration of inundation caused by river flooding in addition to 
evacuation routes when road blockage caused by collapsed wooden buildings, and how to increase evolvable areas by considering 
how to examine the effect. In doing so, we analyze the current situation and analyze when we make earthquake resistance of the 
building, and analyze how the road blockage caused by the collapse of the wooden building affects the evacuable area. Based on the 
results, we analyze the evacuable area when designating the specified emergency evacuation area from the current building and 
compare it with the current situation. 
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１．はじめに 
 近年,今後 30 年以内に発生すると予測されている首都直
下型地震に備えて,様々な防災対策が行われている.東京都
では,町丁目ごとに,建物倒壊や火災延焼領域などの発生率
を算出し,地域危険度を設置している.その中でも特に危険
度の高い地域のほとんどが,山手線外周沿いに多く存在す
る木造密集地域である. 
 東京都では,甚大な被害を出しかねない木造密集地域の
防災整備を進めるため,区と連携して木密地域不燃化 10 年
プロジェクト 1)を策定し,木造建物の耐震・防火化や延焼遮
断帯となる道路の十分な幅員の確保を進めている. 
 しかし,費用や時間等のコストがかかることや,その地域
に住む人の大半が高齢者であるということから,本来目標
として掲げていた達成度の半分程度に留まっている.*1 
 また,建物倒壊や津波などを考慮した避難経路に関する
研究は数多く行われている一方,これらの災害は単体で発
生することを前提条件として,避難経路を分析されている
ケースが多い.首都直下地震などの大災害においては,これ
らの被害が連鎖的に発生するため,複数の災害を考慮した
うえで避難経路の分析を行う必要がある.
 以上を踏まえ,本研究では木造密集地域の中でも特に,津
波やそれに伴う河川氾濫の被害が及ぶとされる荒川周辺
の木造密集地域を対象地域とした,避難所への到達領域に
関する分析を行う.その際,既往研究のように災害を単体で
起こったと想定した避難経路の分析と,津波発生に伴う河
川氾濫による浸水を考慮した複合災害時の避難経路の分
析を行い,考慮する項目が増えたことによる避難可能領域
の変化について分析を行う. 
 具体的に,現状で首都直下型地震が発生した際の避難所
までの到達可能領域を,木造建物倒壊による道路閉塞及び
河川氾濫を考慮した上で抽出を行う.その後,木造建物の耐
震化が全て完了したという想定の下,現状と同様の分析を
行い,避難可能領域の比較を行う. 
 しかしながら,全ての木造建物が耐震化を行うためには
多大な費用を必要とする上,大半の建物がセットバックを
必要とする建物であるため*2,木造建物全ての耐震化実現
には多くの年数を必要とし,実現前に首都直下型地震が起
こる可能性も考えられる. 
そこで,上記の問題から現状の建物状態のままで,避難可
能領域の拡大を図るために,現状から抽出した避難所の収
容人数のキャパシティや区で指定している避難地区割り
当て領域,避難所まで到達できない孤立地帯などのデータ
を踏まえて,現状の建物の中から新たに避難所として利用
できる可能性のある建物の選定を行い,現状と同様の分析
を再度行ったうえで,各分析結果の比較及び考察を行う. 
２． 既往研究のレビューと本研究の位置づけ 
 市川らの研究 2)では,個々の建物倒壊による道路閉塞を
考慮した避難経路に関する分析を行い,建物倒壊による道
路閉塞がいずれの避難地へも到達できない孤立地域や,避
難時間の延伸など,倒壊する建物およびその周辺の建物に
も被害を及ぼす結果となったとしている. 
  
 家田らの研究 3)では,阪神・淡路大震災時の街路閉塞に伴
う機能障害に着目した,異なる地域での道路閉塞特性の比
較・発生要因の分析を行い,古い木造家屋に代表される脆弱
な建築物が,道路閉塞が発生した大きな要因であるとして
いる.また,沿道建築物の被災度,その種別,街路幅員,歩道幅
員が地震後の通過可能幅員に強く影響していると提言し
ている. 
 渋木らの研究 4)では,避難限界という立場から広域避難
シミュレーションを行い,避難危険性を明らかにした.その
結果,避難圏域の位置関係や道路リンクなどによって避難
圏域内の避難危険性に差異が生じていると提言している. 
しかし,どの既往研究もこれから起こるとされている首
都直下型地震や,特に危険地帯とされている都内の木造密
集地域における避難経路に関する文献が見られない.また,
木造密集地域における既往研究のほとんどが,渋木らのよ
うな火災と関連付けた研究を行っている一方,津波や河川
氾濫などの水害と関連付けた避難経路に関する文献が見
られない. 
 本研究では,複合的に発生するとされている建物倒壊に
よる道路閉塞及び河川氾濫を考慮した上で,避難所への到
達可能領域に関する分析を行う点や,対象地域を首都直下
型地震が起こるとされている荒川周辺の木造密集地域に
する点,現存する建物の中から新たに避難所を設置するこ
とで近日中に首都直下型地震が発生した際も,避難可能領
域の拡大に寄与できる可能性があることを示す点におい
て特色があるといえる. 
 
３．対象地域及び研究構成 
(1)対象地域 
 
 
本研究では,地
域危険度の高
い地域である
木造密集地域
の中でも津波
に伴う河川氾
濫の被害が及
ぶとされる荒
川沿いに存在
する以下の 7
つの整備地域
を対象地域と
し て 選 定 し
た.(表 1) 
対象地域の選定の際には,防災都市づくり推進計画(5 が
指定している整備地域の中から,東京都の想定(6 及び大矢
ら 7)が想定する河川氾濫区域に含まれることを考慮した. 
(2)研究構成 
本研究では以下のフローチャートの通りに研究を進め
ていくこととする.(図 2) 
まず,分析を行うにあたり,各定義に沿って,必要となるデ
ータの用意,想定シナリオの作成を行う.(第 4 章)それらの
データを基に,建物倒壊のみを考慮したケースと河川氾濫
による浸水も考慮したケースで現状分析を行い,避難可能
領域の分析・比較を行う.(第 5 章)その後,建物を全て耐震化
したと想定した上で,現状分析と同様の分析を行い,耐震化
によって避難可能領域にどのような影響を及ぼすのか,各
結果を比較し分析する.(第 6章)これらの結果を踏まえたう
えで,避難不可能領域に関して,現状の建物から指定緊急避
難場所の設定を行ったと仮定し,再度分析を行い,現状でど
こまで避難可能領域を拡大できるかを検討する.(第 7 章) 
 
４．使用データの概要及び想定シナリオ 
(1)使用データの概要  
 今回使用するデータは以下の通りである.(表 2) 
 
 
地域名称 関係区 面積（km^2） 全体人口(人) 全建物棟数(棟) 木造建物割合(%)
千住 足立 1.78 36744 11362 66.8%
西新井駅西口一帯 足立 3.56 58954 17562 64.3%
足立 足立 0.83 15699 3924 56.7%
北砂 江東 1.06 29001 5323 64.7%
墨田区北部・亀戸 墨田・江東 5.31 105027 24924 63.2%
平井 江戸川 1.47 29379 5741 58.9%
立石・四つ木・堀切 葛飾 4.45 74494 21767 64.3%
松島・新小岩駅周辺 葛飾・江戸川 1.35 18280 5981 62.5%
表 1 対象地域名及び概要 
(図 1)対象地域と浸水域の関係 
表 2 使用したデータ一覧 
 
図 2 研究フローチャート 
データ名 データの内容 出典先
平成23年度区部土地利用現況調査 建物、土地利用 東京都
ArcGIS Date Collection 道路網2014 道路 esri Japan
数値標高モデル 標高 国土地理院　基盤地図情報ダウンロードサービス
行政区域 行政区域
河川データ 河川
避難施設 施設
平成27年国勢調査（町丁目） 人口、町丁目 政府統計の総合窓口　e-Stat
河川氾濫による浸水データ 浸水深 東京都
国土交通省　国土数値情報ダウンロードサービス
  
これらのデータを使用し,分析を行う前に倒壊させる建
物及び瓦礫,それに伴う道路閉塞に関する定義を次の事項
で行う. 
(2)道路閉塞に関する定義 
(ⅰ)倒壊建物の定義 
 本研究では,既往研究 3)8)や各対象区のデータに基づき,
木造住宅を倒壊対象とする.この分析を行うにあたり,築
年数を考慮することでより詳細な倒壊建物の設定を行え
るが,各建物の築年数に関するデータは一般に公開されて
いない.そこで各対象区の統計データ 9)～13)に基づき,建物
総数の大半が旧耐震基準で建てられたとされている木造
住宅を倒壊対象とした. 
(ⅱ)道路閉塞の定義 
 建物倒壊による瓦礫幅の算出方法や建物倒壊に伴う道
路閉塞の判定に関して,本研究では桑沢ら 14)の研究に基づ
いて行う. 
 まず,(ⅰ)で指定した建物の階数に応じて瓦礫幅の算出
を以下の式で求める. 
 
            w =  α ∗ H              （1） 
 
この(1)式では,w:瓦礫幅(m),α:瓦礫幅の算出係数,H:建
物高さ(m)とする.ここでのαは赤倉ら 15)の街路閉塞予測
モデルと家田ら 3)の街路閉塞に関する調査結果によって
算出されたパラメータであり,最も参考モデルに近い結果
が得られるα=0.58 を,本研究でも採用する. 
 次に,建物倒壊に伴う道路閉塞状況の判定を以下の通り
に行う.(表 3)本研究では,国土交通省の調査結果 16)に基づ
き,徒歩のみでの分析を行う.*3 
また,リンクの両側に複数の瓦礫が近接する場合,両側
に対象が存在するリンクの抽出及び評価に膨大な時間と
手間がかかるため,本研究では道路中心線を基準とした道
路閉塞評価を行う事とし,複数リンクに存在する場合は道
路中心線に最も近接するものを判定に使用する. 
この際,①の場合を通行可能,③及び④の場合を通行不可
とする.②の際は通行可能ではあるが,リンクを通過する
際,歩行速度に低減措置を設けることとする.なお,歩行速
度の低減率及び歩行速度は以下の通りである. 
 
                R =  
A + β∗B
𝑊
            (2) 
 
                D =  R ∗  S              (3) 
 
(2)式及び(3)式では,R:歩行速度の低減率(%),A:道路上
の瓦礫が存在しない部分の幅員 (m),B:道路上の瓦礫幅
(m),W:道路幅員(A+B)(m),β:倒壊瓦礫による歩行速度への
影響係数,D:対象リンク上での歩行速度(m/s),S:通常時の歩
行速度(m/s)である.βに関して,桑沢らが高知県の避難シ
ミュレーション 17)より採用しているβ=0.7 を本研究でも
採用することとする.また,通常時の歩行速度 S に関して,
年齢によって差が生じるため,本研究では,10-69 歳(S1 = 
0.736),S2:子供・高齢者(10 歳以下又は 70 歳以上)(S2 = 
0.522),S3:子供・高齢者と一緒に避難するケース(S3 = 0.544)
の 3 パターンに分けて計測を行うこととする. 
(3)避難人数に関する定義 
 避難人数を集計するに当たり,建物ごとに避難人数を想
定することとする.そこで,建物ごとの避難人数を以下の
式で求めることとする. 
 
           n =  
𝑁
𝐹
 * f          (4) 
 
 この(4)式では,n:対象建物ごとの避難人数(人),N:対象
建物がある町丁目の総人口(人),F:対象建物がある町丁目
の建物の総階数(F),f:対象建物の階数(F)とする. 
 ここで,建物の階数ごとに避難人数の差をつけるため,
町丁目の総人口を建物合計棟数ではなく,町丁目ごとの建
物の総階数で除して平均を出し,建物ごとの階数を掛ける
ことで,建物ごとの避難人数の差を表現している. 
 
①道路と瓦礫が
重なっていない
②若干瓦礫が道路と
重なっている
③道路のほとんどが
瓦礫と重なっている
④道路が瓦礫で完全に
塞がっている
W=W0 W>W0/2 0<W<W0/2 W=0
通行可 通行可(低減措置あり)
タイプ
閉塞状況
有効幅員W
判定
W0: 対象リンクの通常時の幅員
通行不可
表 3 道路閉塞判定 
  
(4)想定シナリオ 
 本研究での想定シナリオは以下の通りである.(表 4) 
今回は,首都直下地震の中でも対象地域に最も甚大な被
害を及ぼす可能性のあるとする東京湾北部地震のモデ        
ル 18)19)を基に想定シナリオを作成した. 
 
 
５．既設の避難所のみの場合における分析 
 前章(2)より算出し
た木造住宅倒壊による
道路閉塞状況は図 3 の
通りである.対象地域
の半数以上が倒壊瓦礫
による道路閉塞の影響
を受けており,避難所
への到達時間にも影響
を及ぼしている.  
表 4 想定シナリオ 
分類 項目 設定値
人口（全体） 367578人
避難のタイミング 地震発生より5分後
歩行速度 第4章(2)より算出
避難手段 徒歩のみ
避難所 配置 一時避難所及び避難場所
想定地震 東京湾北部地震
震度 震度6強
倒壊建物 木造住宅に限定する
津波・河川氾濫 到達時間 地震発生より30分後
住民
地震
図 4 建物構造別分布と道路閉塞状況の関係図(北砂地区) 
図 3 道路閉塞状況(全体) 
表 5 現存の避難所のみの場合における避難可能領域と避難所の収容状況(北砂地区) 
建物倒壊のみ 建物倒壊 + 浸水
通
常
時
現
状
  
また,図4のように木造建物が密集している地域ほど,道
路閉塞の影響を受けやすいことが言える. 
本研究ではまず,建物倒壊を考慮しない場合(以下通常
時)と考慮する場合(以下現状)で場合分けをし,避難可能
領域と避難所の収容可能人数との関係性を分析した.加え
て,通常時及び現状に浸水を考慮した場合においても,同
様の分析を行った.(表 5) 
(1)建物倒壊による道路閉塞のみ考慮した場合 
 表 5 の左上図は,建物倒壊が起こらなかった際の
避難可能領域図(以下通常図)であり,左下図は建物
倒壊のみを考慮した避難可能領域図(以下現状図)で
ある. 
通常図より,一つの避難所に対し避難可能領域が広範囲
に広がっており,収容可能人数を大幅に超える避難人数が
押し寄せていることが分かる.このことから,避難所が不
足している領域が広範囲であることが言え,避難できたと
しても収容できない状況であることが言える. 
 現状図と比較すると,道路閉塞によって避難でき
ない領域が約 20～30%発生してしまうことが判明し
た.(表 6) 
道路閉塞に
よって,避難所
への避難可能
領域が限られ
てしまうため,
通常時で収容
可能人数を超
えていた避難
所でも,許容範
囲内になるケースが見られた.その一方,通常時に別
の避難所に避難していた人々が,道路閉塞によって
避難所先を変更せざるを得なくなり,更なる収容可
能人数の超過を及ぼしている.(表 7) 
 表 7 の変化率は正が道路閉塞を考慮した際に,通
常時より避難人数が増えた避難所であり,負は道路
閉塞によって避難可能領域が減少した避難所である.
各収容率及び変化率から,通常時ほとんどの避難所
が収容率の大幅な超過が見られたのに対し,道路閉
塞を考慮することで半数の避難所が,避難可能領域
の減少により,収容率も減少した. 
 なお,亀高小学校のように避難人数が 0 になって
しまう地域も見られた.これは,複数の避難場所が密
集していることで,周辺の避難所に避難者が分散し
てしまったため,このような結果になったと考えら
れる. 
(2)浸水を考慮した場合 
 表 5 の右上図は,建物倒壊が起こらなかった際の浸水時
における避難可能領域図(以下通常浸水図)であり,左下図
は建物倒壊と浸水を考慮した避難可能領域図(以下現状浸
水図)である.現状浸水図においては,近日中に起こる被害
に最も近い状態である. 
表8は,道路閉塞時のみの場合と比べて,避難所数が増加
した場合を赤,減少した場合を青,変化なしの場合を白と
している.河川氾濫による浸水域を考慮した場合,避難所
全体の約 10%が浸水によって利用不可能となってしまい,
その影響から,さらに避難者の集中化が加速する避難所が
増えた結果となった. 
 しかし,全体的に避難不可能領域や収容可能人数による
避難所の判定の変化があまり見られなかった.このことか
ら,浸水の影響力が大きいほど,道路閉塞時のみを考慮し
地区名 避難不可能領域(%)
千住 26.7%
西新井駅西口一帯 20.7%
足立 20.9%
北砂 27.9%
墨田区北部・亀戸 28.1%
平井 20.0%
立石・四つ木・堀切 12.2%
松島・新小岩駅周辺 10.7%
表 6 地区別避難不可能領域(既設のみ) 
避難人数 収容率(%) 避難人数 収容率(%)
城東老人福祉センター 250 4277 1711% 811 324% -81%
砂町小学校 1380 5208 377% 619 45% -88%
砂町文化センター、砂町図書館 1310 2989 228% 4508 344% 51%
第六砂町小学校 1020 1757 172% 3584 351% 104%
小名木川小学校 1560 5020 322% 208 13% -96%
小名木川第二保育園 260 1112 428% 661 254% -41%
小名木川保育園 240 1307 545% 4107 1711% 214%
なでしこ幼稚園 340 66 19% 66 19% 0%
小名木川児童館 240 5892 2455% 1267 528% -78%
亀高小学校 1440 0 0% 0 0% 0%
亀高第二保育園 270 535 198% 637 236% 19%
亀高保育園 280 549 196% 2992 1069% 445%
第四砂町中学校 1610 966 60% 713 44% -26%
砂町中学校 1490 3332 224% 103 7% -97%
通常時 現状
収容可能人数(人)
変化率(%)
(現状-通常時)/通常時
避難所名
表 7 避難所別避難者収容状況(北砂地区) 
収容可能範囲内 オーバー 道路閉塞により使用不可 浸水のため使用不可 合計
千住 1 6 0 1 8
西新井駅西口一帯 4 4 3 1 12
足立 0 2 0 0 2
北砂 4 9 0 1 14
墨田区北部・亀戸 6 10 5 3 24
平井 0 7 0 3 10
立石・四ツ木・堀切 1 23 0 1 25
松島・新小岩駅周辺 0 4 0 0 4
合計 16 65 8 10 99
地区名
避難所収容人数による判定別避難所数
表 8  収容可能人数による判定別避難所数(全体) 
 
  
た分析の際に,避難人数が超過している避難所に,さらに
避難者が押し寄せていると考えられる. 
６．新たな避難所を設置した際の分析 
(1)避難所設置候補の選定基準 
 通常時及び現状の分析を踏まえて,ほとんどの地域が避
難所の不足によって,避難収容可能人数より大幅な避難人
数が避難する結果となった.そのため,仮に避難所に到達
できたとしても,避難所に入れないという事態が生じてし
まい,より甚大な人的被害を及ぼしかねない.また,現状時
の道路状況を保つためには木造住宅耐震を完了する必要
があることに加え,十分な道路幅員の確保が必要とされる.
第 1 章で記述したとおり,木密地域での住宅耐震化を行う
ためには,現存の建物をセットバックすることが必要とな
ることなどから,通常より長い年月を要し,耐震後の分析
のような避難経路の実現には程遠いと考えられる. 
 そこで本研究では,上記の問題を現存する建物で補う検
討を行う.具体的に,避難人数が収容可能人数より上回っ
ているエリア及び避難不可能領域に対し,新たな指定緊急
避難場所(以下新設避難場所)の設置を検討する.ここでの
新設場所とは,建物を新設するのではなく,既存の建物か
ら選定した一時避難所として利用可能な建物のことであ
る. 
 先行事例として,本研究の対象地域の一つである葛飾区
では,マンションなどの集合住宅との一時避難協定のガイ
ドライン 20)を作成し,一時避難場所としてマンションの廊
下や非常階段を住民以外の人が利用できるように整備を
行っている.このような協定を河川氾濫の危険性がある周
辺区でも行うことで,複合災害時の避難所に対する避難人
数の分散が起こる可能性が高い.そのため,民間と協力し
た新たな一時避難場所の整備が必要と考えられる. 
 本研究では,現存する建物の中から新設場所を設定する
ことで,現状の建物でどれだけ既設の避難所の避難可能領
域を分散できるかを分析する. 
 新たな指定緊急避難場所の選定には内閣府 21)が設定す
る手引きに沿って行うこととする.本研究における条件は
以下の通りである. 
①当該建物は地震に対して安全な構造である事 
②建物用途が宿泊施設,オフィスビル,集合住宅である事 
③浸水深より高い建物であること 
 ①及び②に関しては,東京都の区部土地利用現況調査よ
り,建物データを抽出し,その上で③に該当する建物を選
定した.ただし,浸水するエリアにおける該当建物の収容
可能人数に関して,浸水フロアを除いた上で,算出を行う
事とする.以下に新設避難場所における収容可能人数の算
出式を示す. 
 
         n = 1.2 × 
𝐿
4
 × (𝑓 − 𝑠)       (5) 
 
 この(5)式では,n:避難可能人数,L:建物の周長,f:建物
階数(F),s:浸水深にかかる階数(F)である.この式におけ
る 1.2 とは,建築基準法施行令第 119 条が定義する廊下幅
(m)のことである.また,避難者 1 人に対する一時避難場所
における必要面積が 1m2 であり,式で求められる数値と避
難人数が同数のため,必要面積を式において省略している. 
 表9において新設避難場所における避難可能領域と避難
所の収容状況について示す. 
(2)建物倒壊による道路閉塞のみ考慮した場合 
 表 9 の左上図は,建物倒壊が起こらなかった際の避難可
能領域図(以下新設通常図)であり,左下図は建物倒壊のみ
を考慮した避難可能領域図(以下新設現状図)である. 
 表 5 の通常図と表 9 の新設通常図を比較すると,収容可
能人数より避難者数が上回る避難所が 77.5%と半数以上に
なる結果となったが,通常時とほとんど差は生じなかっ
た.(表 10) 
 
新設避難場所を設けたのにも関わらず,半数以上が収容
可能人数超過となった原因として,新設避難場所の収容可
能人数が廊下や非常階段のみとなっていることから,住民
以外の人を受け入れられる容量が少ないことが挙げられ
る. 
その一方で,表 11 より,平均超過避難者数は通常図に比
べて大幅に減少傾向となっており,避難者の分散に繋がっ
ていることが判明した. 
また,新設避難場所として選定した建物の立地に偏りが
あるため,特に木造住宅が密集している地域には新設避難
場所の条件に該当する建物が少なかったため,避難不可能
領域の変化がほとんど見られなかった.(表 12) 
 
状態 既設避難所のみ 新設避難場所含む
倒壊のみ 78.6% 77.5%
浸水考慮 78.6% 78.5%
倒壊のみ 57.1% 77.2%
浸水考慮 64.3% 78.9%
通常
現状
表 10 状況別収容可能人数超過の避難所の割合(北砂地区) 
状態 既設避難所のみ 新設避難場所含む
倒壊のみ 1523 40
浸水考慮 1523 6
倒壊のみ 613 0
浸水考慮 692 42
通常
現状
表 11 状況別収容可能人数の超過人数平均(北砂地区) 
地区名 避難不可能領域(%)
千住 27.0%
西新井駅西口一帯 24.1%
足立 21.0%
北砂 27.9%
墨田区北部・亀戸 28.1%
平井 20.0%
立石・四つ木・堀切 12.2%
松島・新小岩駅周辺 10.7%
表 12 地区別避難不可能領域率(新設含む) 
  
 (3)浸水を考慮した場合 
表 9 の右上図は,建物倒壊が起こらなかった際の浸水時
における避難可能領域図(以下新設通常浸水図)であり,左
下図は建物倒壊と浸水を考慮した避難可能領域図(以下新
設現状浸水図)である. 
既設の避難所のみの場合と同様,避難不可能領域や避難
所の収容人数による避難所の判定にはあまり変化が見ら
れなかった.しかし,収容可能人数の平均超過人数に関し
ては,道路閉塞時のみの場合と同様に,大幅な超過人数の
減少に繋がった. 
ここで,状況別避難所までの平均所要時間と平均距離を
表 13 に示す.平均所要時間及び平均距離に関して,既設避
難所のみの場合に比べ,新設避難場所の各値がほとんど既
設避難所のみの各値の約 4 分の 1 となっている.これらの
結果から,万が一避難開始時間が遅れたとしても既設避難
所のみの場合に比べ,避難所への到達可能性が高まると言
える.また,長時間の移動が困難な高齢者や子供に対して
も,所要時間が短い及び避難距離が短距離であることは,
安全にかつより迅速に避難できることに寄与すると考え
られる. 
 
７．結論 
 本研究では,既存研究のように現象を単体として扱った
際の避難可能領域と複合災害を想定した際の避難可能領
域の比較・分析を行った.その結果,浸水を考慮することで
利用できる避難所が限られることから,避難所の大半が避
難収容可能人数を上回った避難人数が押し寄せることと
なった.また,建物倒壊時のみのケースにおいても避難所の
不足が顕著に見られたため,新たな指定緊急避難場所の設
置を仮定した避難可能領域の分析を行った. 
距離(m) 所要時間(10-69歳)(分) 所要時間(子供・高齢者)(分) 所要時間(一緒に避難)(分)
通常 202.2 4.6 6.5 6.2
現状 193.9 4.3 6.1 5.8
通常 211.7 4.8 6.8 6.5
現状 210.1 4.7 6.6 6.3
通常 42.4 1.0 1.4 1.3
現状 40.9 0.9 1.3 1.2
通常 43.0 1.0 1.4 1.3
現状 42.6 0.9 1.3 1.3
状況
既
設
の
み
新
設
含
む
閉塞
のみ
浸水
含む
閉塞
のみ
浸水
含む
表 13 状況別避難所までの平均避難距離及び平均所要時間(北砂地区) 
通
常
時
現
状
建物倒壊のみ 建物倒壊＋浸水
表 9 新設避難場所を含めた避難可能領域と避難所の収容状況(北砂地区) 
  
 指定緊急避難場所の設置を行った場合の結果は,どのケ
ースにおいても収容可能人数を超過する避難所が半数以
上検出されたが,いずれも避難所の収容可能人数の超過人
数の減少に繋ぐことができた.また,避難平均時間や避難平
均距離においても,既設避難所のみの場合より大幅に短縮
することができたため,避難可能領域の分散に寄与してい
ると言える. 
 今後は,継続した木造建物の耐震化及び十分な幅員の確
保を進めるとともに,避難人数の分散のために指定緊急避
難場所の設置の検討も,防災対策の重要事項として行うべ
きであると考えられる. 
 
８．今後の課題 
 今回,複合災害時における避難所到達可能領域の抽出に
地震と津波を考慮したが,木造密集地域における火災シミ
ュレーションを本研究では取り扱わなかったため,火災を
考慮した検討を加えることで,より実現率の高い避難経路
を作成できると考えられる.また,今回利用した建物データ
には築年数や住んでいる人数が建物ごとに含まれておら
ず,統計データを基に分析を行ったため,今後建物ごとの細
かなデータをプロットすることができれば,より精密な分
析が行えると考えられる. 
 避難人数に関しては,本研究では全員が最寄りの避難所
に避難するという前提の下で行っているため,避難するか
否かの選択性や,利用されやすい避難所の抽出を行うこと
で,より実際の災害時に似た分析が行えると考えられる. 
 
補注 
*1：東京都・区が策定した防災都市づくり推進計画(2010)
より,整備地域における都市計画道路の整備率は平成 22 年
度において概ね 50%,不燃領域率(市街地の燃えにくさを表 
す指標)は 56%と,どちらも防災都市づくり推進計画に掲げ
る目標(平成 37 年度 70%)の達成には,更なる対策が必要と
されている. 
*2：建築基準法第 42 条及び第 44 条より,道路幅員 4m 以
下の道路に隣接する建物を耐震化など建て替える場合,十
分な道路幅員を確保するため,それに応じてセットバック
する必要がある. 
*3：国土交通省の調査結果 16)より,避難時に信号が点灯し
ていなかった,渋滞で車が動けない状態だったということ
から,普段より交通量の多い東京で,避難時に車両を使った 
避難は困難であると予想できる.また,対象地域は高齢者が
多い地域であることから,車両を自ら運転して避難するの
は困難であると判断したため,本研究では徒歩のみでの分
析を行うこととした. 
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